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　中国は1978年に改革開放がスター トして以来、強い経済成長が三
十年続いてきた。国内総生産(GDP)の成長率は、1979年～2008年
に平均9.8%を遂げ、2010年にGDP総額は日本を抜 き、世界第2位
となった。2011年に中国人1人 当りのGDPは5416.67米ドルで、中
所得国の中ランクに突き込んだ。
　中国経済の長期高成長を支えた要因について、またグローバル金融
危機以降の中国経済成長の新しい変化について注目を浴びている。
一、中国経済成長の概況
　中国経済は改革開放後の30数年間を経て、経済力が総合的に迅速
に伸びてきた。1978～2008年の中国経済の平均成長率は9.8%で、同
時期の世界経済の平均水準より6.8%ポイント高かった。(図2)。
　もっと長い期間の中国経済発展の流れをみると、1949年に建国し
てから60年間において、中国経済発展が大きく変化した時期 と比較
的安定成長がつづいた時期に分けることができる。(図3)。
　改革開放前の1958年～1976年に中国の経済成長は大躍進 し、3年
連続の自然災害、文化大革命などの要因に影響 され、激 しく変動し
た。改革開放以後、中国経済は比較的安定的に成長してきて、大きな
変動 はみられなかった。
　中国経済発展がどういう周期をたどり、どのような特徴を持ってい
るかを分析すると下記の通りである。
(一)経済発展の周期的推移
　まず、1949年の建国を始点として、今 日までの中国経済の発展過
程を大きく分けると五つの時期に分類することができる。
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　 　 　 　 　 図2　 世 界主 要 国 と地 域 の経 済 成 長率 の 比較(単 位:%)
　 出所:世 界銀 行 デ ー ター ベー ス 。2008年の数 字 はIMFのWEOデ ー ター ベ ース
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図3　中国のGDP成長率の変化曲線(1953-2008)
　　　　　　　 出所:中 国統計年鑑
　第一の時期(1949年～1956年)は経済の過渡期である。中央集権
的社会主義計画管理体制が成立し、工業化のスター トと優先的に重工
業を発展させる戦略を実施した時期なので、大規模のインフラ建設が
行われたため、1956年に高成長の様子が見 られた。
　第二の時期(1958年～1965年)は大躍進と経済調整期であった。
この時期において、国民経済は資源を過度に消耗したため、経済効果
が著しく低下 した。その内、前期の3年 間は自然災害などの影響を受
け、経済が大きく落ち込んだが、後期の3年 は経済が回復し、比較的
速く成長を実現した。
　第三の時期(1966年～1978年)は十年の動乱 と経済の折れ曲がっ
た時期であった。
　第四の時期(1979年～1989年)は近代化建設を再開し、新たな経
済発展の局面を迎えた時期であった。この時期に中国は経済構造体制
の改革、計画経済体制の改革及び教育 ・科学技術 ・政治体制の全面的
な改革を推進 した。
全面改革をキーワードに更に二段階に分けることができる。第一段
階の改革は1979～1983年の問で、重点的に農村経済体制の改革を行っ
ていた。第二段階の改革は1984～1989年の問で、主に都市経済体制
の改革が推進され、中国的特色を持つ社会主義の建設を全面に展開し
ていた。例えば、1980年から出来た4つの経済特区(深セン、珠海、
汕頭(広東省)、アモイ(福建省))、1984年からスター トした14の沿
海都市の開放、1985年に長江デルタ、珠江デルタ、圓南デルタをは
じめとする沿海経済開放区の建設であった。
　第四の時期には改革の推進により経済が急速に成長したが、発展に
遅れたエネルギー、原材料、交通などの基礎 工業は経済成長のネック
になったし、工業と農業における価格の二重性が次第に深刻になった
ため、市場需給のアンバランスが生じた結果、80年代末に深刻なイ
ンフレを引き起こした。
　第五の時期(1990年～現在)は 改革開放を更に広げ、経済が迅速
に拡張した発展段階である。この時期において、社会主義市場経済体
制の目標が確立され、非国有経済の活性化に伴って、外国企業の直接
投資も盛んに展開され、輸出も持続的に増加する一方、不動産産業の
過度な成長によるバブル気配が中国経済のリスクを拡大 した。
(二)経済発展の特徴
建国以来の中国経済発展の流れをみる上で、安定的高成長が続いた
のは1978年の改革開放以降のことであることが分かった。その時期
を軸に中国経済発展の特徴を更に分析すると下記の特徴がみられる。
　 1.重工業を優先に発展 した経済成長(1953-1978年)
　改革開放を行 う前の段階で、産業基盤が弱 く、資本や外貨準備の蓄
積が少なく、資本集約的な産業を発展させる条件を備えなかったの
に、計画経済体制の下で重工業を優先に発展する追越し型の経済成長
政策を実施したため、経済発展がうまくいかなかった。
　 2,低コス トの工業化の経済成長(1978-90年代中期)
　この間、新たに行った 「低コストの工業化」は、当時の中国の要素
依存コス トを最小限にする発展経路に適合 した。20世紀80年代は基
本的に 「農民」に頼った発展モードであったとも言える。郷鎮企業の
発展は経済を牽引 しただけでなく、農村労働力の大量移動も大いに貢
献したのである。要するに農村工業化の核心的競争力は、低コス トを
実現したことにあり、「土地を離れへ 故郷を離れない」という政策が
大幅に人件費を低下させ、中国の豊富な農村労働力の比較優位性を発
揮できた。
　次の20世紀90年代の初頭は基本的に 「外国人」に頼った成長ムー
ドであった。即ち、海岸部地域に外国企業の大量進出と対外輸出の拡
大に依存する発展モデルに修正された。農村労働力の都市部への大移
転があったため、中国の産業の発展は低 コストの優位性を維持するこ
とができ、グローバルな産業移転 と外国直接投資の中国への集合 も可
能としたのである。これを背景に中国が徐々に世界の大工場となり、
外国企業の技術導入、生産設備 と管理ノウハウの導入に従って、社会
的な生産力が急速に発展 した。
　 3.資本主導型の経済成長(1994年以降)
　1997年東南アジア金融危機が勃発した影響を受け、中国経済は持
続的なデフレが発生した。雇用の拡大と経済成長を刺激するために、
中国政府は1990年代後半、積極的な財政政策と金融緩和政策を発動
した。それにより急速な経済成長が実現 したことに伴い、国民の富も
急速に蓄積された。巨大な成長の潜在性を持つ資本要素は資本主導型
の経済成長モデルに可能性を与えた。その後、中国経済成長における
資本の経済成長への寄与度は迅速に上昇 し始めた。
(1)資本投入の寄与度の推移
　　1978年以降の中国の経済成長は、主に強力な資本投資によるも
　ので、その増加のスピー ドももっとも速いものである。
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図4　GDPと諸要素の年増加率の変化
　　　　出所:中 国統計年鑑
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 (iCi
窮5　　　　　　　　　　 騒5　　　　 繍 ・
　　　　　　　　　　　　　　　
1諜1幽
1979-2⇔〔レ7　　　　19丁9-1gS9　　 　　1⊆)90-19<」<　　　　　2{}`)⊂レー 2{IQ'
　 　 　 　 　 、.資本　 雛人的資本 を含む労働　霧TFP
図5　経済成長に対する諸要素の寄与率の推移(単位:%)
　　　　　　　　　　出所:同 図4
　　1979-2007年の間に、資本投資の年間平均成長率は10.75%で、
　GDPの成長率を超えたし、経済成長率への寄与度も年平均53.5%
　にのぼり、経済成長に対する諸要素の寄与度の中でもっとも大きく
　て、人的資本を付加 した労働とTFPの寄与度の合計より高かった。
(2)人的資本投入の寄与度の推移
　　人的資本の中国経済成長への寄与度はだんだん弱まってきてい
　る。1979～2007年の全期問において、人的資本の経済成長へ平均
　寄与率は12.2%で、経済成長への役割は、改革開放の最初の11年間
　で特に顕著であった(年平均22.87%)。この間に人的資本の寄与率
　 とその増加率はTFPよ りはるかに高かった。但 し、その後の時期
　において、義務教育の普及に伴い、人的資本の寄与率とその増加率
　は大幅に低下 し、1990年にはTFPの寄与率に大きく超過された。
　2000年以降、人的資本の経済成長への寄与率は5.28%に留まってい
　る。
(3)労働投入の寄与度の推移
　　労働投入は中国経済成長への貢献が比較的低かった。1979～
　2007年の労働投入による経済成長への平均寄与率は13.08%であ
　る。その期間をさらに三つのサブ期間に分けてみても、労働投入量
　の伸び率と寄与率は資本投入より少なかったことが分かった。
　　一方、改革開放の前に、中国経済は資本不足と労働力が比較的豊
　富な状態にあったが、改革開放の後、資金の需要が盛んになり、労
　働需要を大 きくオーバーした。特に1990年以降、労働力の伸び率
　 と寄与率が前期に比べて大幅に減少 し、低い水準に定着した。これ
　は、20世紀の90年代以降、中国経済において、労働需要の増加が
　ずっと低い水準にあったことを物語っている。
(4)TFPの寄与度の推移
　　TFPの中国経済成長に対する寄与度は比較的に高いレベルで推
　移してきた。1979-2007年において、TFPの経済成長への平均寄
　与率は21.2%であった。1980年代から90年代にかけて、TFPの成
　長率は倍増 し、寄与率 も20ポイント増加 したが、21世紀に入って
　から、TFPの成長率 と寄与率はともに減少傾向が現れていた。低
　下傾向が生 じた理由について、TFPを技術進歩、市場化 と国際化
　 という三つの要素に分けて、経済成長への寄与度を分析してみよ
　 う。
　　先ず、技術進歩の寄与度をみると、経済成長に対する貢献は比較
　的大 きかったが、2000年以降、大幅な減少が見 られた。1979-
　2007年の全期で、経済成長に対する技術進歩の平均寄与率は9.6%
もあった。そのうち、1980年代～1990年代に技術進歩の寄与率は
約8%で 、大幅な増加があったが、2000年以降、逆方向に推移 し
て、約7%低 下した。その主な理由の一つは技術の研究開発への投
資が不足で、先進国 と比べて大 きなギャップが存在 したわけであ
る。もう一つが投資の質の問題にあり、それは技術の進歩と効果に
影響した。
　期間ごとにみると、1990-1999年と2000-2007年に、中国経済
における資本の増加率は14.16%で、約4ポ イント上昇した。資本
の経済成長への寄与率も66%にのぼり、約12%ポイントr昇した。
それに対し、技術進歩の寄与率は約7%ポ イント減少した。資本投
入の高速な上昇及び金融市場の不完全性から生じた一連の問題点、
例えば、資金の流れの不合理性、産業構造と資源配分構造の不合理
性が、技術の経済利益への転化効率を低下させたのではなかろう
か。
　次に、市場化の寄与率を見ると、比較的高い水準にあったが、
2000年以後、下落傾向に転じた。1979年～2007年に、市場化の経
済成長への平均寄与率は15.89%であった。1980年代から1990年代
に、その寄与率が大幅 に増加 し、約10%ポイ ント上昇 したが、
2000年以降、大幅に下落して、約15%ポイント下がった。市場化
の経済成長への寄与度が大きく変動した主な原因は、まず、1980
年代に中国の経済性格と市場環境が頻繁に激変 した影響で、TFP
の増加 もともに頻繁に激 しく変化 したのが一つで、 もう一つは
1990年代には、各種の改革方策が実施され、市場経済体制の運行
も次第に正常化 してきたことである。制度の改革が経済成長に与え
た影響は著しく効力を発揮 していたが、2000年以後、改革が減速
する兆 しがみられ、経済の市場化が後退したのではないかという批
uE)
30
25
?0
15
10
5
u
303
£1.2
　 逐幽b惣
ボ　 　　 ㌦ ㌦ 　 　　 2;3ち〃
盛,轟幽 磁
　 　is,s‐zoo?　　 　19r9-rsss　　 　 1990-1999　　　　200⑪一2⑪07
羅 技術 進歩 鰯,囎市場化 の度合い 蕪灘 対外経 済開厳の度合4…　 　 TFP
?
?
」
図6　経済成長に対するTFPの寄与率の推移(単位:%)
　　　　　　　　　 出所:同 図4
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　　　　　　　出所:中 国統計年鑑
判の声 もあがり、兎も角、市場化の経済成長に対する貢献も次第に
弱まってきている。
　更に国際化の寄与度については、経済成長を推し進める役割が着
実に拡大 し、特に2000年以降は、重要な推進力の一つとなった。
1980年代から21世紀に入って以降、国際化の経済成長への寄与率
はすでに、最初の1.56%から9.24%に上がり、2000年以降、TFP
に盛り込まれる三大要素の中で寄与率がもっとも高かった。それに
2001年に中国がWTOに 加盟したことに伴って、外国との経済関
係がさらに緊密化になり、対外経済活動の経済への推進力も益々大
きくなっている。
　 4.資本生産性と投資増加率の逆推移
　資本生産性とは投下した資本が生み出す付加価値額をみる指標であ
る。この指標は当期投資の生産への寄与度だけでなく、資本ス トック
の影響もみるから資本の生産効率や投資の効率を図る有効な指標であ
る。資本生産性が大きくなればなるほど、資本の生み出す効率または
投資効率が高いことを意味するが、逆もまた然 りである。
　分かりやす くするために経済成長率を近似的に資本生産陛増加率と
投資増加率に分解 してみると、改革開放後、中国の資本生産性増加
率、投資増加率及び経済成長率の変化が図7か ら観察できる。
　図7に よると、改革開放 してから、中国の資本生産性は全体的には
下落の傾向にあったし、時期別にそれぞれの特徴を持っていた。
　まず、第一の時期である1978年～1980年代半ばまでに、資本生産
性が高まり、特に農業生産責任制を実施した前後に、農村工業化の進
展で、農村の大量の余剰労働力が解放された。これらの安価な労働力
が都市工業化部門に流れこみ、大量の資本投入のもとで、吸収された
のである。郷鎮企業からスター トした新しい工業化は都市の工業部門
の発展に人的資源条件を備えつけ、投資増加率の大幅な改善を促 し
た。1984年資本生産性の増加率は6.27%で、歴史的な頂点に立った
のであるが、正にその時期の経済成長は効率性と質が高かったことを
物語っていた。
　第二の時期である1992～1994年前後の時期に、改革開放政策が全
面的に実施され、全国いたるところで発展を巡 り、激しい競争が広が
り、各地方政府は争って、外国企業の直接段資の誘致に力を尽くして
いた。FDI導入の成功が中国経済の急成長に可能性 を与えた。もち
うんその背景にはこの時期に資本生産性が高 く上昇し、資本生産性の
増加率も再び5.79%までのぼり、歴史の最高点に接近 した。それによ
りこの時期の中国経済が投資効率性の向上に大きく依存 した特徴が明
らかである。
　第三の時期には、1994年から資本生産性の増加率は更に下落傾向
に走 り、特に、1997年以降、資本生産性の増加率がプラスからマイ
ナスに逆転し、下落幅も速 く広がった。1997年の資本の生産性は～
0.23%であったが、2008年は更に一8.19%へ低下 した。同じ時期に、
投資の増加率が経済成長率よりはるかに高まったことから、この時期
の中国経済成長がより多 くの投資の増加に依存 した特徴が明らかであ
る。
　1995～2008年において資本生産性が下落し続けた原因は下記の数
点を挙げることができる。
　まず、中国の自然資源の価格が低く設定されているため、各地方政
府が政治業績を求める動機の下で、外国企業の直接投資を導入するた
めに、大規模な工業団地、テクノパーク及び開発区の建設に走った結
果、重複建設や産業構造の同質化現象が目立った。上記で指摘 したよ
うに地方政府が主導してきた投資ブームは主に自然資源とエネルギー
資源を大量に消耗する業種(石炭、製鉄、非鉄金属、化学、機械、運
輸業、建設業、不動産など)に集中し、関連の製品と資材の需要を急
増させた。自然資源の低価格と独 占による 「資源利益」の拡大によ
り、国内資源の過度な開発を導 く一方、国内の資源供給が需要を満た
せない場合に、資源類製品の輸入を増やした結果、投資の増加による
国内製品の生産を牽引する役割を相殺 した。
　また、資本生産性増加率の大きな変動については、1997年以降の
急低下がもっとも目立つもので、その状況の継続で、中国の経済成長
は益々投資 に依存 しなければならない状況に縛 られて しまって、
GDPを1%増加させるのに必要 とされる投資率の増加幅を益々拡大
していかなければならない状況になってしまった。2008年の投資増
加率がその年の経済成長率の2倍以上になったことは、まさに中国の
経済成長が投資の増加に過度に依存 している特徴を物語っている。
　5.高投資 ・低消費の経済成長
改革開放後の、中国経済成長における投資率と消費率の動きをみる
と、投資率が上昇しつづけている傾向に対 し、消費率は低下する傾向
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図8　三大需要の構造変動の経済成長への寄与率の推移(%)
　　　　　　　　 出所:中 国統計年鑑
を辿ってきた。
　図7に示されているように1979～2000年の前期段階で最終消費の
経済成長への寄与度は、全体的に投資需要 と純輸出を超過 していた
が、2000年以後は、引き続き低下しつづけてきた。その内、大半の
年が投資需要の寄与度が最終消費の寄与度より大きかった。
　投資需要が1979年の15.4%から2008年の45.1%に上昇 したのに対
し、最終消費は1979年の87.9%から2008年の45.7%まで下がった。
　上記の数字から気が付くように中国の消費率は国際平均水準よりは
るかに低 く、かつ投資率は世界の多くの国よりはるかに高い水準にあ
るのである。要するに高投資、低消費の経済成長パターンに大きなリ
スクが潜在されていることを十分理解する必要がある。
二、中国経済の新 しい動き
　中国経済の成長率は、2020年までに7-8%を 維持することが合
理的と言われている。これに応 じ、投資 ・消費 ・輸出の増加率は過去
と比べ、歴史的な変化が生 じると見られる。要するに投資の増加率は
徐々に低下 し、消費は安定的に増加するが、増加率がどこまで期待で
きるかについては、政府の政策次第だといっても過言ではない。それ
は中国の消費需要疲弊の原因は根深いものであり、短期的な解決が困
難であることは事実であるが、2012月11月19日に中国共産党の トッ
プである総書記に習近平国家副主席が就任、新指導部が発足 したた
め、政府主導型の中国経済の成長の性格が変わらない限り、新指導部
の経済政策の動向は極めて重要なポイントであり、今後の経済成長の
方向性を左右することか ら、2013年初頭に開かれた中央経済工作会
議の決議を注目すべきであろう。
(一)中央経済工作会議の変化
　中国の新指導部は2013年1月15、16日に2013年の経済政策に関す
る 「中央経済工作会議」を開催 した。習近平指導部が発足してから初
めてとなる今回の経済工作会議では 「持続的かつ健全な経済発展の促
進」が目標に掲げられ、質や効率を重視して、経済発展のモデルチェ
ンジにより構造調整を進めてい く方針が確認された。取 り上げた八つ
の重要な経済工作の目標は下記の通りである。1は経済体制改革の深
化 と加速を全面的に展開する。2は経済成長の新原動力とする 「新型
城鎮化」を推進する。3は内需拡大を基本戦略とする 「消費成長点」
を育成する。4は不動産引き締め政策を堅持する。5は積極的財政政
策を堅持させ、構造的減税を実行する。6は穏健的な貨幣政策を継続
させ、社会の融資規模を適切に拡大する。7は経済成長の質を高め、
「着実な成長」を求める。8は産業構造調整を加速させ、生産能力の
過剰を解決する。毎年暇例として開かれる中央経済工作会議は習近平
新指導部のもとで変化を見せている。その変化を四点に絞ってみよ
う。
　一つ目の変化は、これまでの経済工作会議でよく求められた`穏や
かながらもスピードある発展'という表現から 「効率」や 「質」を求
める表現への変化である。
　この変化は新中央指導部が経済工作への指導思想を粗放、迅速を求
める志向から 「質」と 「内容」を重視するモー ドに切り替えようとす
る考えを反映している。
　二つ目の変化は 「人」を強調した点である。これまでの速度第=1
義を避け、「民生」と 「就業」の改善を強調した変化は新中央指導部
が経済発展における民衆の体感を重視し、就職を経済のバロメーター
にする決意を見せている。
　三つ目の変化は 「水を押 し出す」ことである。「水を押 し出す」と
は粉飾のない本当の経済のデータを求め、「業績」を偽造するために
経済データを粉飾 したりする不法行為を封殺する新指導部の決意を写
している。
　四つ目の変化は 「城鎮化」に対して 「質の引き上げ」を明確に強調
した点にある。要するに集約的、知的、エコ的の新型 「城鎮化」の道
を辿らなければならないことである。それは中国で行われた 「城鎮
化」が 「運動式」の城鎮化モードから脱しなければならないという新
指導部の方針が物語っている。
(二)内需拡大に直面する問題点
　新指導部の経済政策にいくつかの変化が見 られた点については、上
記のとお りであるが、そのなかで、内需の拡大において、「城鎮化」
が新 しい牽引力になる役割を持つ点が何度も強調されていることに注
目している。それをどのように理解するか、中国の 「城鎮化」が将来
どのような問題に直面し、挑戦しなければならないのか。政府はどの
ように対応 していくべきか、また、どのようにして利益を追求し弊害
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を避けるべきかについて、よく考えるべきだと思い、 ド記のような問
題意識を持っている。
　 1,「城鎮化」が内需拡大を牽引できる根拠について
　2011年には、中国の城鎮化率が初めて50%を超え、51.3%になり、
都市部の常住人口は初めて農村常住人口を上回った。現在、中国の
「城鎮化」率は世界平均水準並みで、先進国の80%の通常城鎮化率と
比べて遅れていることが分かる。そこで、先進国並みの水準まで城鎮
化すると約20%～30%の余地がある。それを基準にして考えるとこ
れから2億～3億 の人口が都市に住まなければならない予測が成立す
る。
　「城鎮化」が中国の内需拡大の新 しい原動力とみられる根拠の一つ
は 「城鎮化」による投資と消費の増大である。よく指摘されているよ
うに、中国の 「城鎮化」率が1%増 の場合、7兆RMB(人 民元)の
投資と消費需要が生まれる。2020年に中国の 「城鎮化」率が60%に
なるとすると、これから7～8年 間に 「城鎮化」に関係する資金需要
(市政公共施設の建設と社会保障を含む)が40兆RMBに上ると推測
されている。そのうち社会保障費の支出が大体15兆RMB～20兆
RMBの規模だと推定されているが、低い水準にある中国の現在の社
会保障水準を更に引き上げることを考えると支出総額が更に膨 らみ、
資金需要も一層拡大する計算である。
　その根拠の二 としては 「城鎮化」によるインフラ建設の増加であ
る。
　現在、中国都市部の市政公共施設は普遍的に不足の状態にある。
2000～2008年、都市建設空間が1.06万平方キロ増え、36%上昇した
が、インフラ基盤は相応に増えなかった。
　都市の道路を例とすると、道路面積が1978年の2.2億平方メートル
から2008年の45.2億平方メー トルに増加して、20倍ほど上がったが、
同期の都市住民の車の保有台数は37倍増加した。そこで車一台当た
りの平均道路の面積が逆に減少した。都市人口の増加に伴い、市政公
共施設の建設、例えば公共交通、汚水処理、緑化、水 ・光熱の供給、
道路、橋などの建設と整備を強化 しなければならなくて、それによる
資金の需要は約16兆RMBだといわれる。
　更に、都市人口増加のサイドか ら副茸すると、今後10年間に城鎮
人口が4億 人ほど(主に出稼ぎ労働者)新 たに増加する。出稼ぎ労働
者が都市市民化になる場合に一人当たりの固定資産投資額が最低水準
で10万RMBかかるとみると固定資産投資総額は40兆RMBに上る
との概算には無理がない。問題は 「城鎮化」を推し進める方法が新指
導部の希望通 りに変えられてい くかどうか。また変えるとするとどう
いう仕組みで動 くか、制度環境の整備はどこまで浸透できるかについ
て関心を持っている。
　 2.中国に必要とする 「城鎮化」について
　中国の 「城鎮化」をどういうモデルにするかついては長い間よく議
論されている。要するに大都市、巨大都市をメインにするか。それと
も、中小都市、特に小城鎮をメインにするか、あるいは大 ・中 ・4郵
市(城鎮)併存型にするかについて意見が分かれており、まだ纏まら
ない状態である。
　中国は地域が広いし、人口が多い。各省と各地域の格差も大きい。
そのため、「城鎮化Jは その特性と状況に応 じるや り方や、大 ・中 ・
小都i1(町)が併存して発展する 「城鎮化」の道を選んだほうがよい
のではなかろうか。
　中国の都市が近年の経済発展に伴ってどんどん大きくなっている。
特に大都市の巨大化が目立っている。各種の大都会病も深刻になりつ
つある。そこで、現在の中国にとって、「城鎮化」の重点は、労働力
を大量に吸収でき、産業発展が多元的になっており、地域の特色を持
ち、住宅価格もそれほど高くない 「二、三線都市1」にすべきだと思
う。
　「城鎮化」と産業化の関係については、工業化、特に新型工業化の
育成で 「城鎮化」を導いていかなければならない。一つの都市の発展
において、現地の比較優位をもつ産業を育成できることで、人口の増
加と持続可能な経済発展を維持することが可能となるのである。単な
る不動産や個別の産業だけの発展に依存する今までの 「城鎮化」の発
展方式では経済状況が一旦悪 くなると、個別産業の比較優位がすぐに
なくなる。経済が破綻するリスクを考えると 「城鎮化」は経済発展の
必然的な結果であって、経済発展の前提条件ではないことを強調 した
いo
　 3,直面する問題点について
　「城鎮化」がもたらす大規模な投資と消費需要は、経済成長を牽引
し、農民の生活を改善する効果があることを否定しないが、逆に多く
の問題が生じしやすい点に注意 してもらいたい。
　上記のように 「城鎮化」により都市における交通、環境、雇用、教
育、医療などの圧力が増加する一方、農村地域における耕地の流出、
立退 き補助金をめ ぐるトラブルの多発、農地の放置などの問題が益々
深刻になっている。その中で 「農民工」の 「市民化」に対する問題を
巡り、今まで続いてきた戸籍制度の改革問題に注目している。
　長い間、中国は工業、特に重工業を集中に発展するために都市と農
村の戸籍を分離する戸籍制度を取ってきた。改革開放以前には、都市
部において、住居配分 ・初等中等教育 ・医療 ・食料配給などは基本的
に単位ごとになされ、これらを享受できる本籍の戸籍を持たない外部
の人間は、その都市での生活が事実上不可能であった。しかし、改革
開放以降、食料配給制と住宅配分制の廃止や外資企業の進出により、
単位への所属性が流動化した。
　インフラ設備の向上による流通の発展と第3次産業の発展、農村部
経済の破綻 と沿岸都市部での労働者需要の増大による 「民工潮」か
ら、本籍地以外の都市でも生活または仕事ができるようになったが、
戸籍制の壁が依然厚く残っていて、「農民工」は差別され、農村戸籍
から都市戸籍への切 り替えはほぼ不可能の状況がそのままである。
「農民工」の 「市民化」への身分変化の問題を解決するには、都市住
民とする権利、労働者とする権利及び土地の使用権を持つ権利の授与
と保護という問題をまず解決しなければならない。然 し、この三つの
権利の問題を解決するには、ただ 「城鎮化」で解決するわけではない
から、政治、行政改革及び法制度の整備を、これからいかに推し進め
てい くかに深 く関わっている。
　4.「城鎮化」の資金調達について
　「城鎮化」には莫大な投資資金が必要である。その資金をどのよう
に賄うかが問われている。地方財政ではとても対応できない規模なの
で、多元的な投融資メカニズムが必要である。問題は今まで各地方政
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府が都市建設の資金融資のほとんどを銀行の借入に依存してきたこと
である。銀行の大規模な融資を返済するために、その財源を土地収益
に依存する仕組みを作ったのである。もしこれらから更に拡大しよう
とする 「城鎮化」の資金調達を今まで通り、土地収益に依存すると、
結果として、地方政府は不動産投資を煽る行動を取りやすくなり、貧
困の格差を拡大する一方で、都市生活の質が落ち、地方財政の悪化と
銀行不良債権の増大などのリスクが拡大する。そこで、「城鎮化」の
財源を土地収益の依存から脱出するために、多元的な投資主体を形成
させることが必要で、いかにすれば民間資本や外国資本を参入させる
ことができるか、銀行融資と政府財政をいかに有効に利用するのかが
大きな課題である。
註
1)特に定義がないが、普通一線都市は北京、上海、広州、深セン、
　天津、重慶6大 の国家の中心の都市を指す。二線都市は副省レベル
の都市、計画特別都市、経済特区、省庁所在都市と比較的に大きい
都市を指す。三銭城市是指所有的地級市。三線都市はあらゆる地方
レベルの都市を指す。
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